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○うるま市建築確認申請等手数料条例 

平成１９年３月３０日 

条例第１３号 

うるま市建築確認申請等手数料条例（平成１７年うるま市条例第１５２号）の全部を

改正する。 

（趣旨） 

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２７条及び第２２８条第１項の規

定に基づき、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）に定め

る確認申請、許可申請及びその他の事務並びにその他の法律に基づく建築に係る事務

（本条例に定めのあるものに限る。以下「確認申請等」という。）に関する手数料に

ついて必要な事項を定めるものとする。 

（用語の定義） 

第１条の２ この条例において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

（１） 共同住宅等 居住の用に供する建築物のうち、住宅部分の単位住戸の数が２

以上のものをいう。 

（２） 戸建住宅 居住の用に供する建築物のうち、共同住宅等以外のものをいう。 

（３） 登録住宅性能評価機関 住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成１１年

法律第８１号）第５条第１項に規定する登録住宅性能評価機関をいう。 

（４） 評価機関等 登録住宅性能評価機関（住宅以外の用途に供する部分について

は、法第７７条の２１第１項に規定する指定確認検査機関を兼ねるものに限る。）

又は建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律（平成２７年法律第５３

号）第１４条第１項に規定する登録建築物エネルギー消費性能判定機関をいう。 

（５） 事前審査 認定の申請につき、その認定の基準に適合していることについて、

あらかじめ受ける審査をいう。 

（６） 計算基準 別表第７及び別表第８の２の表においては、建築物エネルギー消

費性能基準等を定める省令（平成２８年経済産業省、国土交通省令第１号。以下こ

の条において「基準省令」という。）第１０条第２号イ（１）及びロ（１）に定め

る基準をいい、別表第８の１の表においては、基準省令第１条第１項第２号イ（１）
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及びロ（１）に定める基準をいう。 

（７） 仕様基準 別表第７及び別表第８の２の表においては、基準省令第１０条第

２号イ（２）及びロ（２）に定める基準をいい、別表第８の１の表においては、基

準省令第１条第１項第２号イ（２）及びロ（２）に定める基準をいう。 

（８） 併用基準 別表第７及び別表第８の２の表においては、基準省令第１０条第

２号イ（１）及びロ（２）に定める基準又は同号イ（２）及びロ（１）に定める基

準をいい、別表第８の１の表においては、基準省令第１条第１項第２号イ（１）及

びロ（２）に定める基準又は同号イ（２）及びロ（１）に定める基準をいう。 

（９） 標準入力法 別表第７及び別表第８の２の表においては、基準省令第１０条

第１号イ（１）及びロ（１）に定める基準をいい、別表第８の１の表においては、

基準省令第１条第１項第１号イに定める基準をいう。 

（１０） モデル建物法 別表第７及び別表第８の２の表においては、基準省令第１

０条第１号イ（２）及びロ（２）に定める基準をいい、別表第８の１の表において

は、基準省令第１条第１項第１号ロに定める基準をいう。 

（確認申請手数料等） 

第２条 次の各号に掲げる者は、それぞれ当該各号に定める名称の手数料を納付しなけ

ればならない。 

（１） 法第６条第１項（法第８７条第１項、法第８７条の４又は法第８８条第１項

若しくは第２項において準用する場合を含む。）の規定による確認の申請をしよう

とする者 確認申請手数料 

（２） 法第７条第１項（法第８７条の４又は法第８８条第１項若しくは第２項にお

いて準用する場合を含む。）の規定による検査の申請をしようとする者 完了検査

申請手数料 

（３） 法第７条の３第１項（法第８７条の４又は法第８８条第１項において準用す

る場合を含む。）の規定による検査の申請をしようとする者 中間検査申請手数料 

（確認申請手数料の額） 

第３条 確認申請手数料の額は、当該申請に係る建築物の建築、修繕若しくは模様替若

しくは用途の変更に係る部分の床面積の合計、建築設備又は工作物の区分ごとにそれ

ぞれ別表第１の１の表から３の表までに定めるとおりとする。 
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２ 前項の規定にかかわらず、法第６条第１項の規定による確認の申請に係る計画に法

第８７条の４の昇降機に係る部分が含まれる場合においては、確認申請手数料の額は、

前項の確認申請手数料の額に、当該昇降機１基について別表第１の２の表に定める昇

降機の区分に応じ同表に定める額を加えた額とする。 

３ 第１項の規定にかかわらず、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第

１１条第１項ただし書の国土交通省令で定める特定建築行為であって、建築物のエネ

ルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則（平成２８年国土交通省令第５号）第

２条第１項第１号に定める建築行為に該当する場合においては、確認申請手数料の額

は、第１項の確認申請手数料の額に、別表第１の４の表に定める区分に応じ、同表に

定める額を加えた額とする。 

（完了検査申請手数料の額） 

第４条 完了検査申請手数料の額は、当該申請に係る建築物の建築、修繕若しくは模様

替に係る部分の床面積の合計、建築設備又は工作物の区分ごとにそれぞれ別表第２の

１の表から３の表までに定めるとおりとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、法第７条第１項の規定による検査の申請に係る建築物に

法第８７条の４の昇降機に係る部分が含まれる場合においては、完了検査申請手数料

の額は、前項の完了検査申請手数料の額に、当該昇降機１基について別表第２の２の

表に定める昇降機の区分に応じ同表に定める額を加えた額とする。 

３ 第１項の規定にかかわらず、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第

１１条第１項の規定による特定建築行為に係る建築物に該当する場合においては、完

了検査申請手数料の額は、第１項の完了検査申請手数料の額に、別表第２の４の表に

定める床面積の合計の区分に応じ、同表に定める額を加えた額とする。 

（中間検査申請手数料の額） 

第５条 中間検査申請手数料の額は、当該申請に係る検査を行う建築物の部分の床面積

の合計、建築設備又は工作物の区分ごとにそれぞれ別表第３の１の表から３の表まで

に定めるとおりとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、法第７条の３第１項の規定による検査の申請に係る建築

物の部分に法第８７条の４の昇降機に係る部分が含まれる場合においては、中間検査

申請手数料の額は、前項の中間検査申請手数料の額に、当該昇降機１基について別表
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第３の２の表に定める昇降機の区分に応じ同表に定める額を加えた額とする。 

（計画通知手数料等） 

第６条 次の各号に掲げる者は、それぞれ当該各号に定める名称の手数料を納付しなけ

ればならない。 

（１） 法第１８条第２項（法第８７条第１項、法第８７条の４又は法第８８条第１

項若しくは第２項において準用する場合を含む。）の規定による計画の通知をしよ

うとする者 計画通知手数料 

（２） 法第１８条第２０項（法第８７条の４又は法第８８条第１項若しくは第２項

において準用する場合を含む。）の規定による完了の通知をしようとする者 完了

検査通知手数料 

（３） 法第１８条第２８項（法第８７条の４又は法第８８条第１項において準用す

る場合を含む。）の規定による通知をしようとする者 中間検査通知手数料 

（計画通知手数料の額） 

第７条 計画通知手数料の額については、第３条の規定を準用する。この場合において、

第３条の見出し中「確認申請手数料」とあるのは「計画通知手数料」と、同条第１項

中「確認申請手数料」とあるのは「計画通知手数料」と、「当該申請」とあるのは「法

第１８条第２項の規定による計画の通知」と、同条第２項中「前項」とあるのは「第

７条において読み替えて準用される前項」と、「法第６条第１項の規定による確認の

申請」とあるのは「法第１８条第２項の規定による計画の通知」と、「確認申請手数

料」とあるのは「計画通知手数料」と、同条第３項中「第１項の規定」とあるのは「第

７条において読み替えて準用される第３条第１項の規定」と、「第１１条第１項」と

あるのは「第１２条第２項」と、「、確認申請手数料」とあるのは「、計画通知手数

料」と、「第１項の確認申請手数料の額」とあるのは「第７条において読み替えて準

用される第３条第１項の計画通知手数料の額」と、別表第１中「確認申請手数料」と

あるのは「計画通知手数料」と読み替えるものとする。 

（完了検査通知手数料の額） 

第８条 完了検査通知手数料の額については、第４条の規定を準用する。この場合にお

いて、第４条の見出し中「完了検査申請手数料」とあるのは「完了検査通知手数料」

と、同条第１項中「完了検査申請手数料」とあるのは「完了検査通知手数料」と、「当
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該申請」とあるのは「法第１８条第２０項の規定による完了の通知」と、同条第２項

中「前項」とあるのは「第８条において読み替えて準用される前項」と、「法第７条

第１項の規定による検査の申請」とあるのは「法第１８条第２０項の規定による完了

の通知」と、「完了検査申請手数料」とあるのは「完了検査通知手数料」と、同条第

３項中「第１項の規定にかかわらず」とあるのは「第８条において読み替えて準用さ

れる第４条第１項の規定にかかわらず」と、「第１１条第１項」とあるのは「第１２

条第２項」と、「完了検査申請手数料」とあるのは「完了検査通知手数料」と、別表

第２中「完了検査申請手数料」とあるのは「完了検査通知手数料」と、「法第７条の

３第１項」とあるのは「法第１８条第２９項」と読み替えるものとする。 

（中間検査通知手数料の額） 

第９条 中間検査通知手数料の額については、第５条の規定を準用する。この場合にお

いて、第５条の見出し中「中間検査申請手数料」とあるのは「中間検査通知手数料」

と、同条第１項中「中間検査申請手数料」とあるのは「中間検査通知手数料」と、「当

該申請」とあるのは「法第１８条第２８項の規定による通知」と、同条第２項中「前

項」とあるのは「第９条において読み替えて準用される前項」と、「法第７条の３第

１項の規定による検査の申請」とあるのは「法第１８条第２８項の規定による通知」

と、「中間検査申請手数料」とあるのは「中間検査通知手数料」と、別表第３中「中

間検査申請手数料」とあるのは「中間検査通知手数料」と読み替えるものとする。 

（建築物等の許可等に関する申請手数料） 

第１０条 別表第４の左欄に掲げる事務に係る申請をしようとする者は、それぞれ同表

の中欄に定める名称の手数料として１件につき同表の右欄に定める額を納付しなけ

ればならない。 

（道路の位置の指定等に関する申請手数料） 

第１１条 別表第５の左欄に掲げる事務に係る申請をしようとする者は、それぞれ同表

の中欄に定める名称の手数料として１件につき同表の右欄に定める額を納付しなけ

ればならない。 

（その他の法律に基づく建築に係る事務の手数料） 

第１２条 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成１８年法律第

９１号）第１７条第４項（同法第１８条第２項において準用する場合を含む。）の規
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定に基づく申出をしようとする者は、申出に係る建築物の床面積の区分に応じ、別表

第１の１の表及び４の表に掲げる額（当該申出に係る建築物に法第８７条の４に規定

する昇降機に係る部分が含まれる場合にあっては同表２の表に掲げる額を加えた額）

の手数料を納付しなければならない。 

２ 長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成２０年法律第８７号）の規定に基づ

く事務を行おうとする者は、別表第６の１の表及び２の表に掲げる区分に応じ、それ

ぞれに定める額の手数料を納付しなければならない。 

３ 都市の低炭素化の促進に関する法律（平成２４年法律第８４号）の規定に基づく事

務を行おうとする者は、別表第７に掲げる区分に応じ、それぞれに定める額の手数料

を納付しなければならない。 

４ 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律の規定に基づく事務を行おう

とする者は、別表第８の１の表及び２の表に掲げる区分に応じ、それぞれに定める額

の手数料を納付しなければならない。 

（手数料の納付時期） 

第１３条 手数料は、確認申請等をする際に納めなければならない。 

（手数料の減免） 

第１４条 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、確認申請等の手数料の額を

減じ、又は免除することができる。 

（１） 行政庁の処分により現に存する建築物、建築設備又は工作物を移転すること

となる場合 

（２） 災害により滅失し、又は破損した住宅をその災害発生の日から６月以内に建

築し、又は大規模の修繕をする場合 

（３） その他市長が特別の理由があると認める場合 

２ 前項の規定により手数料の減額又は免除を受けようとする者は、減額又は免除事由

に該当することを証明する書面を添えて申請しなければならない。 

（手数料の不還付） 

第１５条 既に納付した手数料は還付しない。ただし、市長が特別の理由があると認め

るときはこの限りでない。 

（委任） 
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第１６条 この条例に定めるもののほか、施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、建築物の安全性の確保を図るための建築基準法の一部を改正する法律

（平成１８年法律第９２号）の施行の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日の前日までに、改正前のうるま市建築確認申請等手数料条例の

規定によりなされた処分、その他の行為は、この条例の相当規定によりなされたもの

とみなす。 

附 則（平成２２年９月１４日条例第２７号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２３年１月１日から施行する。ただし、別表第４の７の項及び２

７の項から３２の項までの改正規定は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後のうるま市建築確認申請等手数料条例の規定は、この条例の施行の日以後に

申請を受理したものから適用し、この条例の施行の日前に申請を受理したものについ

ては、なお従前の例による。 

附 則（平成２７年３月２３日条例第１３号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２７年６月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後のうるま市建築確認申請等手数料条例、うるま市手数料条例

及びうるま市低炭素建築物新築等計画認定手数料条例の規定は、この条例の施行の日

以後に申請を受理したものから適用し、同日前に申請を受理したものについては、な

お従前の例による。 

附 則（平成２９年３月３１日条例第１６号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 
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２ この条例による改正後のうるま市建築確認申請等手数料条例の規定は、この条例の

施行の日以後に申請を受理したものから適用し、同日前に申請を受理したものについ

ては、なお従前の例による。 

附 則（平成３１年３月２２日条例第１号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後のうるま市建築確認申請等手数料条例の規定は、この条例の

施行の日以後に申請を受理したものから適用し、同日前に申請を受理したものについ

ては、なお従前の例による。 

附 則（令和元年１０月８日条例第１４号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後のうるま市建築確認申請等手数料条例の規定は、この条例の

施行の日以後に申請を受理したものから適用し、同日前に申請を受理したものについ

ては、なお従前の例による。 

附 則（令和２年１２月２２日条例第４２号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（令和４年６月３０日条例第２９号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後のうるま市建築確認申請等手数料条例第１２条及び別

表第６から別表第８までの規定は、この条例の施行の日以後に申請等を受理したもの

に係る手数料から適用し、同日前に申請等を受理したものに係る手数料については、

なお従前の例による。 

３ この条例の施行の日前に第２条の規定による改正前のうるま市手数料条例別表の

規定により支払われた建築に係る事務に関する手数料は、第１条の規定による改正後
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のうるま市建築確認申請等手数料条例別表第６又は別表第８の規定により支払われ

たものとみなす。 

４ この条例の施行の日前に第３条の規定による廃止前のうるま市低炭素建築物新築

等計画認定手数料条例の規定により支払われた建築に係る事務に関する手数料は、第

１条の規定による改正後のうるま市建築確認申請等手数料条例別表第７の規定によ

り支払われたものとみなす。 

附 則（令和４年９月２１日条例第４１号） 

この条例は、令和４年１０月１日から施行する。 

附 則（令和４年１２月２６日条例第５３号） 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の別表第６の１の表の規定及び別表第６の２の表の規定は、

この条例の施行の日以後に申請を受理したものに係る手数料から適用し、同日前に申

請を受理したものに係る手数料については、なお従前の例による。 

附 則（令和５年９月２９日条例第３４号） 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後のうるま市建築確認申請等手数料条例別表第４の規定は、こ

の条例の施行の日以後に申請を受理したものから適用し、同日前に申請を受理したも

のについては、なお従前の例による。 

附 則（令和６年３月２２日条例第１０号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の別表第７、別表第８の２の表及び別表第８の３の表の規定は、この条例の

施行の日以後に申請を受理したものについて適用し、同日前に申請を受理したものに

ついては、なお従前の例による。 
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附 則（令和６年１２月２５日条例第４７号） 

（施行期日） 

１ この条例中第１条及び次項の規定は公布の日から、第２条、附則第３項及び第４項

の規定は令和７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第１条による改正後のうるま市建築確認申請等手数料条例の規定は、同条の施行の

日以後に通知等を受理したものから適用し、同日前に通知等を受理したものについて

は、なお従前の例による。 

３ 第２条による改正後のうるま市建築確認申請等手数料条例の規定は、同条の施行の

日以後に申請等を受理したものから適用し、同日前に申請等を受理したものについて

は、なお従前の例による。 

４ 前項の規定にかかわらず、第２条による改正後のうるま市建築確認申請等手数料条

例第３条及び別表第１の４の表の規定は、第２条の施行の日以後に法第６条第４項又

は法第１８条第３項の規定に基づく確認済証（以下この項において「確認済証」とい

う。）を交付したものから適用し、同日前に確認済証を交付したものについては、な

お従前の例による。 

別表第１（第３条、第７条関係） 

１ 建築物の確認申請手数料 

床面積の合計 手数料の額 

３０平方メートル以内のもの １件につき１０，０００円 

３０平方メートルを超え、１００平方メートル以内の

もの 

１件につき１９，０００円 

１００平方メートルを超え、２００平方メートル以内

のもの 

１件につき３０，０００円 

２００平方メートルを超え、５００平方メートル以内

のもの 

１件につき４２，０００円 

５００平方メートルを超え、１，０００平方メートル

以内のもの 

１件につき７２，０００円 

１，０００平方メートルを超え、２，０００平方メー１件につき１０６，０００円 



‐11‐ 

トル以内のもの 

２，０００平方メートルを超え、１０，０００平方メ

ートル以内のもの 

１件につき３１０，０００円 

１０，０００平方メートルを超え、５０，０００平方

メートル以内のもの 

１件につき４６６，０００円 

５０，０００平方メートルを超えるもの １件につき７９６，０００円 

備考 床面積の合計及び手数料の額は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該

各号に定める床面積について算定する。 

（１） 建築物を建築する場合（次号に掲げる場合及び移転する場合を除く。） 

当該建築に係る部分の床面積 

（２） 確認を受けた建築物の計画の変更をして建築物を建築する場合（移転す

る場合を除く。） 当該計画の変更に係る部分の床面積の２分の１（床面積の

増加する部分にあっては、当該増加する部分の床面積） 

（３） 建築物を移転し、その大規模の修繕若しくは大規模の模様替をし、又は

その用途を変更する場合（次号に掲げる場合を除く。） 当該移転、修繕、模

様替又は用途の変更に係る部分の床面積の２分の１ 

（４） 確認を受けた建築物の計画の変更をして建築物を移転し、その大規模の

修繕若しくは大規模の模様替をし、又は用途を変更する場合 当該計画の変更

に係る部分の床面積の２分の１ 

２ 建築設備の確認申請手数料 

区分 手数料の額 

１ 設置する場合（２から４までに掲げる場合

を除く。） 

１の建築設備につき１６，０００円 

２ 小荷物専用昇降機を設置する場合（４に掲

げる場合を除く。） 

１基につき９，０００円 

３ 確認を受けた計画の変更をして設置する

場合（４に掲げる場合を除く。） 

１の建築設備につき１０，０００円 

４ 確認を受けた計画の変更をして小荷物専

用昇降機を設置する場合 

１基につき６，０００円 
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３ 工作物の確認申請手数料 

区分 手数料の額 

１ 築造する場合（２に掲げる場合を除く。） １の工作物につき１６，０００円 

２ 確認を受けた計画の変更をして築造する

場合 

１の工作物につき９，０００円 

４ 建築物エネルギー消費性能基準を審査する場合の建築物の確認申請手数料の

加算額 

手数料の区分 手数料の額 

戸建住宅 床面積の合計が２００平方メ

ートル未満のもの 

１件につき１１，０００円 

床面積の合計が２００平方メ

ートル以上のもの 

１件につき１３，０００円 

共同住宅等 床面積の合計が３００平方メ

ートル未満のもの 

１件につき２１，０００円 

床面積の合計が３００平方メ

ートル以上２，０００平方メ

ートル未満のもの 

１件につき３４，０００円 

床面積の合計が２，０００平

方メートル以上５，０００平

方メートル未満のもの 

１件につき４２，０００円 

床面積の合計が５，０００平

方メートル以上のもの 

１件につき７０，０００円 

備考 この表の区分のいずれかに該当するものとして確認を受けた建築物の計画

を変更して建築物を計画する場合の確認申請手数料の加算額は、この表の区分に

応じて定める額に２分の１を乗じた額とする。 

別表第２（第４条、第８条関係） 

１ 建築物の完了検査申請手数料 

床面積の合計 手数料の額 

中間検査を受けていない 中間検査を受けているも
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もの の 

３０平方メートル以内のもの １件につき２１，０００円 １件につき１９，０００円 

３０平方メートルを超え、１００

平方メートル以内のもの 

１件につき２５，０００円 １件につき２４，０００円 

１００平方メートルを超え、２０

０平方メートル以内のもの 

１件につき３４，０００円 １件につき３３，０００円 

２００平方メートルを超え、５０

０平方メートル以内のもの 

１件につき４８，０００円 １件につき４５，０００円 

５００平方メートルを超え、１，

０００平方メートル以内のもの 

１件につき７９，０００円 １件につき７８，０００円 

１，０００平方メートルを超え、

２，０００平方メートル以内のも

の 

１件につき１１１，０００

円 

１件につき１０３，０００

円 

２，０００平方メートルを超え、

１０，０００平方メートル以内の

もの 

１件につき２６７，０００

円 

１件につき２４１，０００

円 

１０，０００平方メートルを超え、

５０，０００平方メートル以内の

もの 

１件につき３９０，０００

円 

１件につき３７８，０００

円 

５０，０００平方メートルを超え

るもの 

１件につき６８２，０００

円 

１件につき６６７，０００

円 

備考 

１ 中間検査とは、法第７条の３第１項の規定による検査をいう。 

２ 床面積の合計は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める床

面積について算定する。 

（１） 建築物を建築した場合（移転した場合を除く。） 当該建築に係る部

分の床面積 

（２） 建築物を移転し、又はその大規模の修繕若しくは大規模の模様替をし

場合 当該移転、修繕又は模様替に係る部分の床面積の２分の１ 
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２ 建築設備の完了検査申請手数料 

区分 手数料の額 

中間検査を受けていない

もの 

中間検査を受けているも

の 

１ 設置した場合（２に掲げる場

合を除く。） 

１の建築設備につき２４，

０００円 

１の建築設備につき２１，

０００円 

２ 小荷物専用昇降機を設置した

場合 

１基につき１５，０００円 １基につき１５，０００円 

備考 中間検査とは、法第８７条の４又は法第８８条第１項において準用する法第

７条の３第１項の規定による検査をいう。 

３ 工作物の完了検査申請手数料 

区分 手数料の額 

築造した場合 １の工作物につき１８，０００円 

４ 建築物エネルギー消費性能適合性判定を受けた場合の建築物の完了検査申請

手数料の加算額 

床面積の合計 手数料の額 

３００平方メートル未満のもの １件につき７，０００円 

３００平方メートル以上１，０００平方メートル未満の

もの 

１件につき８，０００円 

１，０００平方メートル以上２，０００平方メートル未

満のもの 

１件につき１１，０００円 

２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未

満のもの 

１件につき１４，０００円 

５，０００平方メートル以上１０，０００平方メートル

未満のもの 

１件につき１７，０００円 

１０，０００平方メートル以上２５，０００平方メート

ル未満のもの 

１件につき１９，０００円 

２５，０００平方メートル以上のもの １件につき２１，０００円 

別表第３（第５条、第９条関係） 
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１ 建築物の中間検査申請手数料 

床面積の合計 手数料の額 

３０平方メートル以内のもの １件につき１９，０００円 

３０平方メートルを超え、１００平方メートル以内の

もの 

１件につき２４，０００円 

１００平方メートルを超え、２００平方メートル以内

のもの 

１件につき３３，０００円 

２００平方メートルを超え、５００平方メートル以内

のもの 

１件につき４２，０００円 

５００平方メートルを超え、１，０００平方メートル

以内のもの 

１件につき７３，０００円 

１，０００平方メートルを超え、２，０００平方メー

トル以内のもの 

１件につき９９，０００円 

２，０００平方メートルを超え、１０，０００平方メ

ートル以内のもの 

１件につき２２０，０００円 

１０，０００平方メートルを超え、５０，０００平方

メートル以内のもの 

１件につき３３３，０００円 

５０，０００平方メートルを超えるもの １件につき６１０，０００円 

２ 建築設備の中間検査申請手数料 

区分 手数料の額 

１ 設置する場合（２に掲げる場合を除く。） １の建築設備につき２４，０００円 

２ 小荷物専用昇降機を設置する場合 １基につき１８，０００円 

３ 工作物の中間検査申請手数料 

区分 手数料の額 

築造する場合 １の工作物につき１９，０００円 

別表第４（第１０条関係） 

事務 手数料の名称 手数料の額 

１ 法第７条の６第１項第１号及び

第２号（法第８７条の４又は法第

検査済証の交付を受ける前

における建築物等の仮使用

１２０，０００円 
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８８条第１項若しくは第２項にお

いて準用する場合を含む。）又は

法第１８条第３８項第１号及び第

２号（法第８７条の４又は法第８

８条第１項若しくは第２項におい

て準用する場合を含む。）の規定

による仮使用の認定の申請に対す

る審査 

認定申請手数料 

２ 法第４３条第２項第１号の規定

による建築物の敷地と道路との関

係に関する制限の適用除外に係る

認定の申請に対する審査 

建築物の敷地と道路との関

係に関する制限の適用除外

に係る認定申請手数料 

２７，０００円 

３ 法第４３条第２項第２号の規定

による建築物の敷地と道路との関

係に関する制限の適用除外に係る

許可の申請に対する審査 

建築物の敷地と道路との関

係に関する制限の適用除外

に係る許可申請手数料 

３３，０００円 

４ 法第４４条第１項第２号の規定

による建築の許可の申請に対する

審査 

公衆便所等の道路内におけ

る建築許可申請手数料 

３３，０００円 

５ 法第４４条第１項第３号の規定

による建築の認定の申請に対する

審査 

道路内における建築認定申

請手数料 

２７，０００円 

６ 法第４４条第１項第４号の規定

による建築の許可の申請に対する

審査 

公共用歩廊等の道路内にお

ける建築許可申請手数料 

１６０，０００円 

７ 法第４７条ただし書の規定によ

る建築の許可の申請に対する審査 

壁面線外における建築許可

申請手数料 

１６０，０００円 

８ 法第４８条第１項から第１４項

までの各項ただし書（法第８７条

用途地域における建築等許

可申請手数料 

１８０，０００円 
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第２項若しくは第３項又は法第８

８条第２項において準用する場合

を含む。）の規定による建築等の

許可の申請に対する審査 

９ 法第４８条第１項から第１４項

までの各項ただし書（法第８７条

第２項若しくは第３項又は法第８

８条第２項において準用する場合

を含む。）の規定による建築等の

許可（法第４８条第１６項第１号

に該当する場合）の申請に対する

審査 

用途地域における建築等許

可（法第４８条第１６項第

１号に該当する場合）申請

手数料 

１２０，０００円 

１０ 法第４８条第１項から第７項

までの各項ただし書（法第８７条

第２項若しくは第３項又は法第８

８条第２項において準用する場合

を含む。）の規定による建築等の

許可（法第４８条第１６項第２号

に該当する場合）の申請に対する

審査 

用途地域における建築等許

可（法第４８条第１６項第

２号に該当する場合）申請

手数料 

１４０，０００円 

１１ 法第５１条ただし書（法第８

７条第２項若しくは第３項又は法

第８８条第２項において準用する

場合を含む。）の規定による特殊

建築物等の敷地の位置の許可の申

請に対する審査 

特殊建築物等敷地許可申請

手数料 

１６０，０００円 

１２ 法第５２条第６項第３号の規

定による容積率に関する特例の認

定の申請に対する審査 

建築物の容積率の特例認定

申請手数料 

２７，０００円 
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１３ 法第５２条第１０項、第１１

項又は第１４項の規定による建築

物の容積率に関する特例の許可の

申請に対する審査 

建築物の容積率の特例許可

申請手数料 

１６０，０００円 

１４ 法第５３条第４項又は第５項

の規定による壁面線の指定又は壁

面の位置の制限がある場合の建築

物の建ぺい率に関する特例の許可

の申請に対する審査 

壁面線の指定又は壁面の位

置の制限がある場合の建築

物の建ぺい率の特例許可申

請手数料 

３３，０００円 

１５ 法第５３条第６項第３号の規

定による建築物の建ぺい率に関す

る制限の適用除外に係る許可の申

請に対する審査 

建築物の建ぺい率に関する

制限の適用除外に係る許可

申請手数料 

３３，０００円 

１６ 法第５３条の２第１項第３号

又は第４号（法第５７条の５第３

項において準用する場合を含む。）

の規定による建築物の敷地面積の

許可の申請に対する審査 

建築物の敷地面積に関する

許可申請手数料 

１６０，０００円 

１７ 法第５５条第２項の規定によ

る建築物の高さに関する特例の認

定の申請に対する審査 

建築物の高さの特例認定申

請手数料 

２７，０００円 

１８ 法第５５条第３項の規定によ

る建築物の高さに関する特例の許

可の申請に対する審査 

建築物の高さの特例許可申

請手数料 

１６０，０００円 

１９ 法第５５条第４項各号の規定

による建築物の高さに関する制限

の適用除外に係る許可の申請に対

する審査 

建築物の高さに関する制限

の適用除外に係る許可申請

手数料 

１６０，０００円 

２０ 法第５６条の２第１項ただし日影による建築物の高さの １６０，０００円 
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書の規定による建築物の高さに関

する特例の許可の申請に対する審

査 

特例許可申請手数料 

２１ 法第５７条第１項の規定によ

る建築物の高さに関する制限の適

用除外に係る認定の申請に対する

審査 

高架の工作物内に設ける建

築物の高さに関する制限の

適用除外に係る認定申請手

数料 

２７，０００円 

２２ 法第５７条の２第１項の規定

による特例容積率適用地区内にお

ける特例容積率の限度の指定の申

請に対する審査 

特例容積率適用地区内にお

ける特例容積率の限度の指

定申請手数料 

ア 敷地の数が２で

ある場合 ７８，０

００円 

イ 敷地の数が３以

上である場合 ７

８，０００円に２を

超える敷地の数に

２８，０００円を乗

じて得た額を加算

した額 

２３ 法第５７条の３第１項の規定

による特例容積率適用地区内にお

ける特例容積率の限度の指定の取

消しの申請に対する審査 

特例容積率適用地区内にお

ける特例容積率の限度の指

定の取消し申請手数料 

６，４００円に指定し

た敷地の数に１２，０

００円を乗じて得た

額を加算した額 

２４ 法第５７条の４第１項ただし

書の規定による特例容積率適用地

区内における建築物の高さに関す

る特例の許可の申請に対する審査 

特例容積率適用地区内にお

ける建築物の高さの特例許

可申請手数料 

１６０，０００円 

２５ 法第５８条第２項の規定によ

る高度地区における建築物の高さ

に関する特例の許可の申請に対す

る審査 

高度地区における建築物の

高さの特例許可申請手数料 

１６０，０００円 
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２６ 法第５９条第１項第３号の規

定による建築物の容積率、建ぺい

率、建築面積又は壁面の位置に関

する特例許可の申請に対する審査 

高度利用地区内における建

築物の容積率、建ぺい率、

建築面積又は壁面の位置の

特例許可申請手数料 

１６０，０００円 

２７ 法第５９条第４項の規定によ

る建築物の各部分の高さに関する

制限の適用除外に係る許可の申請

に対する審査 

高度利用地区内における建

築物の各部分の高さに関す

る制限の適用除外に係る許

可申請手数料 

１６０，０００円 

２８ 法第５９条の２第１項の規定

による建築物の容積率又は各部分

の高さに関する特例の許可の申請

に対する審査 

敷地内に広い空地を有する

建築物の容積率又は各部分

の高さの特例許可申請手数

料 

１６０，０００円 

２９ 法第６７条第３項第２号の規

定による建築物の敷地面積又は同

条第５項第２号の規定による壁面

の位置に関する特例の許可の申請

に対する審査 

特定防災街区整備地区内に

おける建築物の敷地面積又

は壁面の位置の特例許可申

請手数料 

１６０，０００円 

３０ 法第６７条第９項第２号の規

定による間口率等に関する制限の

適用除外に係る許可の申請に対す

る審査 

特定防災街区整備地区内に

おける建築物の間口率等の

適用除外に係る許可申請手

数料 

１６０，０００円 

３１ 法第６８条第１項第２号の規

定による建築物の高さ、同条第２

項第２号の規定による建築物の壁

面の位置又は同条第３項第２号の

規定による建築物の敷地面積に関

する特例の許可の申請に対する審

査 

景観地区内における建築物

の高さ、壁面の位置又は敷

地面積の特例許可申請手数

料 

１６０，０００円 

３２ 法第６８条第５項の規定によ景観地区内における建築物 ２７，０００円 
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る建築物の各部分の高さに関する

制限の適用除外に係る認定の申請

に対する審査 

の各部分の高さの適用除外

に係る認定申請手数料 

３３ 法第６８条の３第１項の規定

による建築物の容積率、同条第２

項の規定による建築物の建ぺい

率、同条第３項の規定による建築

物の高さ又は同条第７項（法第８

７条第２項又は法第８８条第２項

において準用する場合を含む。）

の規定による建築物の用途に関す

る制限の適用除外に係る認定の申

請に対する審査 

再開発等促進区等内におけ

る建築物の容積率、建ぺい

率、高さ又は用途に関する

制限の適用除外に係る認定

申請手数料 

２７，０００円 

３４ 法第６８条の３第４項の規定

による建築物の各部分の高さに関

する制限の適用除外に係る許可の

申請に対する審査 

再開発等促進区等内におけ

る建築物の各部分の高さに

関する制限の適用除外に係

る許可申請手数料 

１６０，０００円 

３５ 法第６８条の４の規定による

建築物の容積率に関する制限の適

用除外に係る認定の申請に対する

審査 

地区計画等の区域内におけ

る公共施設の整備の状況に

応じた建築物の容積率に関

する制限の適用除外に係る

認定申請手数料 

２７，０００円 

３６ 法第６８条の５の２の規定に

よる建築物の容積率に関する特例

の認定の申請に対する審査 

防災街区整備地区計画の区

域内における建築物の容積

率の特例認定申請手数料 

２７，０００円 

３７ 法第６８条の５の３第２項の

規定による建築物の各部分の高さ

に関する制限の適用除外に係る許

可の申請に対する審査 

地区計画等の区域内におけ

る建築物の各部分の高さに

関する制限の適用除外に係

る許可申請手数料 

１６０，０００円 
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３８ 法第６８条の５の５第１項の

規定による建築物の容積率又は同

条第２項の規定による建築物の各

部分の高さに関する制限の適用除

外に係る認定の申請に対する審査 

地区計画等の区域内におけ

る前面道路の幅員に応じた

建築物の容積率又は各部分

の高さに関する制限の適用

除外に係る認定申請手数料 

２７，０００円 

３９ 法第６８条の５の６の規定に

よる建築物の建ぺい率に関する特

例の認定の申請に対する審査 

地区計画等の区域内におけ

る建築物の建ぺい率の特例

認定申請手数料 

２７，０００円 

４０ 法第６８条の７第５項の規定

による建築物の容積率に関する特

例の許可の申請に対する審査 

予定道路に係る建築物の容

積率の特例許可申請手数料 

１６０，０００円 

４１ 法第８５条第６項の規定によ

る仮設興行場等又は仮設建築物の

建築の許可の申請に対する審査 

仮設興行場等又は仮設建築

物の建築許可申請手数料 

１２０，０００円 

４２ 法第８５条第７項の規定によ

る１年を超えて使用する特別の必

要がある仮設興行場等の建築の許

可の申請に対する審査 

１年を超えて使用する特別

の必要がある仮設興行場等

の建築許可申請手数料 

１６０，０００円 

４３ 法第８６条第１項の規定によ

る一の敷地とみなされる一団地内

の建築物に関する特例の認定の申

請に対する審査 

一の敷地とみなされる一団

地内の建築物の特例認定申

請手数料 

ア 建築物の数が１

又は２である場合 

７８，０００円 

イ 建築物の数が３

以上である場合 

７８，０００円に２

を超える建築物の

数に２８，０００円

を乗じて得た額を

加算した額 

４４ 法第８６条第２項の規定によ一の敷地とみなされる一定 ア 建築物（既存建築
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る一の敷地とみなされる一定の一

団の土地の区域内の既存建築物を

前提とした建築物に関する特例の

認定の申請に対する審査 

の一団の土地の区域内の既

存建築物を前提とした建築

物の特例認定申請手数料 

物を除く。イにおい

て同じ。）の数が１

である場合 ７８，

０００円 

イ 建築物の数が２

以上である場合 

７８，０００円に１

を超える建築物の

数に２８，０００円

を乗じて得た額を

加算した額 

４５ 法第８６条第３項の規定によ

る広い空地を有する一の敷地とみ

なされる一団地内の建築物に関す

る特例の許可の申請に対する審査 

広い空地を有する一の敷地

とみなされる一団地内の建

築物の特例許可申請手数料 

ア 建築物の数が１

又は２である場合 

２２０，０００円 

イ 建築物の数が３

以上である場合 

２２０，０００円に

２を超える建築物

の数に２８，０００

円を乗じて得た額

を加算した額 

４６ 法第８６条第４項の規定によ

る広い空地を有する一の敷地とみ

なされる一定の一団の土地の区域

内の既存建築物を前提とした建築

物に関する特例の許可の申請に対

する審査 

広い空地を有する一の敷地

とみなされる一定の一団の

土地の区域内の既存建築物

を前提とした建築物の特例

許可申請手数料 

ア 建築物（既存建築

物を除く。イにおい

て同じ。）の数が１

である場合 ２２

０，０００円 

イ 建築物の数が２

以上である場合 

２２０，０００円に
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１を超える建築物

の数に２８，０００

円を乗じて得た額

を加算した額 

４７ 法第８６条の２第１項の規定

による一敷地内認定建築物以外の

建築物の建築の認定の申請に対す

る審査 

一敷地内認定建築物以外の

建築物の建築認定申請手数

料 

ア 建築物（一敷地内

認定建築物を除く。

イにおいて同じ。）

の数が１である場

合 ７８，０００円 

イ 建築物の数が２

以上である場合 

７８，０００円に１

を超える建築物の

数に２８，０００円

を乗じて得た額を

加算した額 

４８ 法第８６条の２第２項の規定

による一敷地内認定建築物以外の

建築物に関する特例の許可の申請

に対する審査 

一敷地内認定建築物以外の

建築物の特例許可申請手数

料 

ア 建築物（一敷地内

認定建築物を除く。

イにおいて同じ。）

の数が１である場

合 ２２０，０００

円 

イ 建築物の数が２

以上である場合 

２２０，０００円に

１を超える建築物

の数に２８，０００

円を乗じて得た額

を加算した額 



‐25‐ 

４９ 法第８６条の２第３項の規定

による一敷地内許可建築物以外の

建築物に関する許可の申請に対す

る審査 

一敷地内許可建築物以外の

建築物の許可申請手数料 

ア 建築物（一敷地内

許可建築物を除く。

イにおいて同じ。）

の数が１である場

合 ２２０，０００

円 

イ 建築物の数が２

以上である場合 

２２０，０００円に

１を超える建築物

の数に２８，０００

円を乗じて得た額

を加算した額 

５０ 法第８６条の５第１項の規定

による一の敷地内にあるとみなさ

れる建築物の認定又は許可の取消

しの申請に対する審査 

一の敷地内にあるとみなさ

れる建築物の認定又は許可

の取消し申請手数料 

６，４００円に現に存

する建築物の数に１

２，０００円を乗じて

得た額を加算した額 

５１ 法第８６条の６第２項の規定

による建築物の容積率、建ぺい率、

外壁の後退距離又は高さに関する

制限の適用除外に係る認定の申請

に対する審査 

一団地の住宅施設に関する

都市計画に基づく建築物の

容積率、建ぺい率、外壁の

後退距離又は高さに関する

制限の適用除外に係る認定

申請手数料 

２７，０００円 

５２ 法第８６条の８第１項の規定

による既存の一の建築物に係る２

以上の工事の全体計画の認定の申

請に対する審査 

既存の一の建築物に係る２

以上の工事の全体計画の認

定申請手数料 

２７，０００円 

５３ 法第８６条の８第３項の規定

による既存の一の建築物に係る２

既存の一の建築物に係る２

以上の工事の全体計画の変

２７，０００円 
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以上の工事の全体計画の変更の認

定の申請に対する審査 

更認定申請手数料 

５４ 法第８７条の２第１項の規定

による既存の一の建築物の用途変

更に係る２以上の工事の全体計画

の認定の申請に対する審査 

既存の一の建築物の用途変

更に係る２以上の工事の全

体計画の認定申請手数料 

２７，０００円 

５５ 法第８７条の２第２項の規定

により準用する既存の一の建築物

の用途変更に係る２以上の工事の

全体計画の変更の認定の申請に対

する審査 

既存の一の建築物の用途変

更に係る２以上の工事の全

体計画の変更認定申請手数

料 

２７，０００円 

５６ 法第８７条の３第６項の規定

による興行場等への一時的な用途

変更の許可の申請に対する審査 

興行場等への一時的な用途

変更許可申請手数料 

１２０，０００円 

５７ 法第８７条の３第７項の規定

による特別興行場等への一時的な

用途変更の許可の申請に対する審

査 

特別興行場等への一時的な

用途変更許可申請手数料 

１６０，０００円 

５８ 建築基準法施行令（昭和２５

年政令第３３８号）第１３７条の

１２第６項の規定による既存建築

物の用途の変更を伴わない大規模

の修繕又は大規模の模様替に関す

る制限の適用除外に係る認定の申

請に対する審査 

既存建築物の用途の変更を

伴わない大規模の修繕又は

大規模の模様替に関する制

限の適用除外に係る認定申

請手数料 

２７，０００円 

５９ 建築基準法施行令第１３７条

の１２第７項の規定による既存建

築物の形態の変更を伴わない大規

模の修繕又は大規模の模様替に関

既存建築物の形態の変更を

伴わない大規模の修繕又は

大規模の模様替に関する制

限の適用除外に係る認定申

２７，０００円 
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する制限の適用除外に係る認定の

申請に対する審査 

請手数料 

別表第５（第１１条関係） 

事務 手数料の名称 手数料の額 

１ 法第４２条第１項第５号の規定による

道路の位置の指定の申請に対する審査 

道路位置指定申請手数

料 

ア 道路面積が５

００平方メート

ル以下の場合 

３８，０００円 

イ 道路面積が５

００平方メート

ルを超える場合 

５０，０００円 

２ 法第４２条第１項第３号、第５号、第

２項又は第３項の道路の位置の変更の申

請に対する審査 

道路位置変更申請手数

料 

２１，０００円 

３ 法第４２条第１項第３号、第５号、第

２項又は第３項の道路の廃止の申請に対

する審査 

道路廃止申請手数料 １７，０００円 

別表第６（第１２条関係） 

１ 長期優良住宅建築等計画等の認定申請手数料 

手数料の区分 手数料の額 

長期優良住宅の

普及の促進に関す

る法律第５条第１

項から第５項まで

の規定に基づく長

期優良住宅建築等

計画の認定申請（登

録住宅性能評価機

一戸建て住宅 新築 ６８，０００円 

増築又は改築 ９９，０００円 

床面積の合計が５００平方メー

トル以下の共同住宅等 

新築 １５７，０００

円 

増築又は改築 ２３０，０００

円 

床面積の合計が５００平方メー

トルを超え、１，０００平方メ

新築 ２４７，０００

円 
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関による事前審査

なし） 

ートル以下の共同住宅等 増築又は改築 ３６４，０００

円 

床面積の合計が１，０００平方

メートルを超え、３，０００平

方メートル以下の共同住宅等 

新築 ４８８，０００

円 

増築又は改築 ７２２，０００

円 

床面積の合計が３，０００平方

メートルを超え、５，０００平

方メートル以下の共同住宅等 

新築 ８７６，０００

円 

増築又は改築 １，２９８，０

００円 

床面積の合計が５，０００平方

メートルを超え、１０，０００

平方メートル以下の共同住宅等 

新築 １，５１１，０

００円 

増築又は改築 ２，２４１，０

００円 

床面積の合計が１０，０００平

方メートルを超え、２０，００

０平方メートル以下の共同住宅

等 

新築 ２，８０５，０

００円 

増築又は改築 ４，１６１，０

００円 

床面積の合計が２０，０００平

方メートルを超え、３０，００

０平方メートル以下の共同住宅

等 

新築 ４，０２８，０

００円 

増築又は改築 ５，９７６，０

００円 

床面積の合計が３０，０００平

方メートルを超える共同住宅等 

新築 ４，９４９，０

００円 

増築又は改築 ７，３４３，０

００円 

長期優良住宅の

普及の促進に関す

る法律第５条第１

一戸建て住宅 新築 １５，０００円 

増築又は改築 ２１，０００円 

床面積の合計が５００平方メー 新築 ２５，０００円 
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項から第５項まで

の規定に基づく長

期優良住宅建築等

計画の認定申請（登

録住宅性能評価機

関による事前審査

あり） 

トル以下の共同住宅等 増築又は改築 ３６，０００円 

床面積の合計が５００平方メー

トルを超え、１，０００平方メ

ートル以下の共同住宅等 

新築 ３９，０００円 

増築又は改築 ５６，０００円 

床面積の合計が１，０００平方

メートルを超え、３，０００平

方メートル以下の共同住宅等 

新築 ６２，０００円 

増築又は改築 ９２，０００円 

床面積の合計が３，０００平方

メートルを超え、５，０００平

方メートル以下の共同住宅等 

新築 ９８，０００円 

増築又は改築 １４５，０００

円 

床面積の合計が５，０００平方

メートルを超え、１０，０００

平方メートル以下の共同住宅等 

新築 １４７，０００

円 

増築又は改築 ２１９，０００

円 

床面積の合計が１０，０００平

方メートルを超え、２０，００

０平方メートル以下の共同住宅

等 

新築 ２４８，０００

円 

増築又は改築 ３７０，０００

円 

床面積の合計が２０，０００平

方メートルを超え、３０，００

０平方メートル以下の共同住宅

等 

新築 ３１３，０００

円 

増築又は改築 ４６８，０００

円 

床面積の合計が３０，０００平

方メートルを超える共同住宅等 

新築 ３５５，０００

円 

増築又は改築 ５３１，０００

円 

認定申請（既存住宅） 

長期優良住宅の普及の促進に関する法律第５条第６項及び第７項

の規定に基づく長期優良住宅維持保全計画の認定申請 

認定申請された

長期優良住宅維

持保全計画に係
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る建築物の区分

に応じ、それぞ

れ長期優良住宅

建築等計画の認

定申請における

増築又は改築の

項に掲げる額 

備考 この表に掲げる申請に併せて長期優良住宅の普及の促進に関する法律第６条

第２項（同条第４項において準用する場合を含む。）の規定に基づく申出がある場

合にあっては、申出に係る建築物の床面積の区分に応じ、別表第１の１の表及び４

の表に掲げる額（当該申請に係る長期優良住宅建築等計画に法第８７条の４に規定

する昇降機に係る部分が含まれる場合にあっては別表第１の２の表に掲げる額を

加えた額）を、当該申請に係る手数料に加えた額とする。 

２ 長期優良住宅建築等計画等の変更の認定申請等手数料 

手数料の区分 手数料の額 

長期優良住宅の普及の促

進に関する法律第８条第１

項の規定に基づく長期優良

住宅建築等計画又は長期優

良住宅維持保全計画の変更

の認定申請（登録住宅性能評

価機関による事前審査なし） 

一戸建て住宅の新築 ３４，０００円 

一戸建て住宅の増築又は改築若しくは既

存住宅 

４９，５００円 

共同住宅等 

当該長期優良住宅建築等計画又は長期優良住宅維持保全

計画の変更に係る部分の床面積の２分の１（床面積の増

加する部分にあっては、当該増加する部分の床面積）に

応じ、別表第６の１の表に掲げる額 

長期優良住宅の普及の促

進に関する法律第８条第１

項の規定に基づく長期優良

住宅建築等計画又は長期優

良住宅維持保全計画の変更

の認定申請（登録住宅性能評

一戸建て住宅の新築 ７，５００円 

一戸建て住宅の増築又は改築若しくは既

存住宅 

１０，５００円 

共同住宅等 

当該長期優良住宅建築等計画又は長期優良住宅維持保全

計画の変更に係る部分の床面積に２分の１を乗じた面積
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価機関による事前審査あり） （床面積が増加する部分にあっては増加面積を加えた面

積）に応じ、別表第６の１の表に掲げる額 

譲渡人の決定 

長期優良住宅の普及の促

進に関する法律第９条第１

項及び第３項の規定に基づ

く長期優良住宅建築等計画

の変更の認定申請 

１件につき ５，０００円 

地位の継承 

長期優良住宅の普及の促

進に関する法律第１０条の

規定に基づく地位の継承の

承認申請 

１件につき ５，０００円 

備考 この表に掲げる申請に併せて長期優良住宅の普及の促進に関する法律第８条

第２項により準用する同法第６条第２項（同条第４項において準用する場合を含

む。）の規定に基づく申出がある場合にあっては、申出に係る建築物の床面積の区

分に応じ、別表第１の１の表及び４の表に掲げる額（当該申請に係る長期優良住宅

建築等計画に法第８７条の４に規定する昇降機に係る部分が含まれる場合にあっ

ては別表第１の２の表に掲げる額を加えた額）を、当該申請に係る手数料に加えた

額とする。 

別表第７（第１２条関係） 

低炭素建築物新築等計画の認定申請手数料 

手数料の区分 手数料の額 

都市の低炭素

化の促進に関す

る法律第５３条

第１項の規定に

基づく低炭素建

築物新築等計画

認定申請に係る建築物ごとに、次に掲げる基準及び当該建築物の各

部分に応じ、それぞれの区分に定める額を合算した額 

戸建住宅（計算基

準） 

床面積の合計が２００平方メ

ートル未満 

３４，０００円 

床面積の合計が２００平方メ

ートル以上 

３８，０００円 
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の認定申請（評

価機関等による

事前審査なし） 

戸建住宅（仕様基

準） 

床面積の合計が２００平方メ

ートル未満 

１８，０００円 

床面積の合計が２００平方メ

ートル以上 

１９，０００円 

戸建住宅（併用基

準） 

床面積の合計が２００平方メ

ートル未満 

２６，０００円 

床面積の合計が２００平方メ

ートル以上 

２８，０００円 

共同住宅等（計算

基準） 

床面積の合計が３００平方メ

ートル未満 

６６，０００円 

床面積の合計が３００平方メ

ートル以上２，０００平方メ

ートル未満 

１１０，０００円 

床面積の合計が２，０００平

方メートル以上５，０００平

方メートル未満 

１８６，０００円 

床面積の合計が５，０００平

方メートル以上 

２６５，０００円 

共同住宅等（仕様

基準） 

床面積の合計が３００平方メ

ートル未満 

３３，０００円 

床面積の合計が３００平方メ

ートル以上２，０００平方メ

ートル未満 

５５，０００円 

床面積の合計が２，０００平

方メートル以上５，０００平

方メートル未満 

９８，０００円 

床面積の合計が５，０００平

方メートル以上 

１４８，０００円 

共同住宅等（併用床面積の合計が３００平方メ ４９，０００円 
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基準） ートル未満 

床面積の合計が３００平方メ

ートル以上２，０００平方メ

ートル未満 

８２，０００円 

床面積の合計が２，０００平

方メートル以上５，０００平

方メートル未満 

１４２，０００円 

床面積の合計が５，０００平

方メートル以上 

２０６，０００円 

非住宅部分（標準

入力法） 

床面積の合計が３００平方メ

ートル未満 

２１５，０００円 

床面積の合計が３００平方メ

ートル以上１，０００平方メ

ートル未満 

２６９，０００円 

床面積の合計が１，０００平

方メートル以上２，０００平

方メートル未満 

３４７，０００円 

床面積の合計が２，０００平

方メートル以上５，０００平

方メートル未満 

４９４，０００円 

床面積の合計が５，０００平

方メートル以上１０，０００

平方メートル未満 

６０８，０００円 

床面積の合計が１０，０００

平方メートル以上２５，００

０平方メートル未満 

７１９，０００円 

床面積の合計が２５，０００

平方メートル以上 

８２０，０００円 

非住宅部分（モデ床面積の合計が３００平方メ ８３，０００円 
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ル建物法） ートル未満 

床面積の合計が３００平方メ

ートル以上１，０００平方メ

ートル未満 

１０６，０００円 

床面積の合計が１，０００平

方メートル以上２，０００平

方メートル未満 

１３９，０００円 

床面積の合計が２，０００平

方メートル以上５，０００平

方メートル未満 

２２３，０００円 

床面積の合計が５，０００平

方メートル以上１０，０００

平方メートル未満 

２９１，０００円 

床面積の合計が１０，０００

平方メートル以上２５，００

０平方メートル未満 

３４９，０００円 

床面積の合計が２５，０００

平方メートル以上 

４１０，０００円 

都市の低炭素

化の促進に関す

る法律第５３条

第１項の規定に

基づく低炭素建

築物新築等計画

の認定申請（評

価機関等による

事前審査あり） 

認定申請に係る建築物ごとに、次に掲げる当該建築物の各部分に応

じ、それぞれの区分に定める額を合算した額 

戸建住宅 床面積の合計が２００平方メ

ートル未満 

６，０００円 

床面積の合計が２００平方メ

ートル以上 

６，０００円 

共同住宅等 床面積の合計が３００平方メ

ートル未満 

１１，０００円 

床面積の合計が３００平方メ

ートル以上２，０００平方メ

ートル未満 

２１，０００円 
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床面積の合計が２，０００平

方メートル以上５，０００平

方メートル未満 

４４，０００円 

床面積の合計が５，０００平

方メートル以上 

７７，０００円 

非住宅部分 床面積の合計が３００平方メ

ートル未満 

１１，０００円 

床面積の合計が３００平方メ

ートル以上１，０００平方メ

ートル未満 

１７，０００円 

床面積の合計が１，０００平

方メートル以上２，０００平

方メートル未満 

２７，０００円 

床面積の合計が２，０００平

方メートル以上５，０００平

方メートル未満 

７７，０００円 

床面積の合計が５，０００平

方メートル以上１０，０００

平方メートル未満 

１２１，０００円 

床面積の合計が１０，０００

平方メートル以上２５，００

０平方メートル未満 

１５２，０００円 

床面積の合計が２５，０００

平方メートル以上 

１９０，０００円 

計画変更 

都市の低炭素化の促進に関する

法律第５５条第１項の規定に基づ

く低炭素建築物新築等計画の変更

の認定申請 

変更の認定申請に係る建築物ごとに、都市の低炭素

化の促進に関する法律第５４条第１項各号に掲げ

る基準及び当該建築物の各部分に応じ、それぞれの

区分に定める額を合算した額に２分の１を乗じた

額 
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備考 この表に掲げる申請に併せて都市の低炭素化の促進に関する法律第５４条

第２項の規定に基づく申出がある場合にあっては、申出に係る建築物の床面積の

区分に応じ、別表第１の１の表及び４の表に掲げる額（当該申請に係る低炭素建

築物新築等計画に法第８７条の４に規定する昇降機に係る部分が含まれる場合

にあっては別表第１の２の表に掲げる額を加えた額）を、当該申請に係る手数料

に加えた額とする。 

別表第８（第１２条関係） 

１ 建築物エネルギー消費性能適合性判定等手数料 

手数料の区分 手数料の額 

建築物の

エネルギー

消費性能の

向上等に関

する法律第

１１条第１

項又は第１

２条第２項

の規定に基

づく建築物

エネルギー

消費性能適

合性判定 

建築物エネルギー消費性能適合性判定に係る建築物ごとに、次に掲げる

基準及び当該建築物の各部分に応じ、それぞれの区分に定める額を合算

した額 

戸建住宅（計算基準） 床面積の合計が２００平方

メートル未満 

３４，０００円 

床面積の合計が２００平方

メートル以上 

３８，０００円 

戸建住宅（仕様基準） 床面積の合計が２００平方

メートル未満 

１８，０００円 

床面積の合計が２００平方

メートル以上 

１９，０００円 

戸建住宅（併用基準） 床面積の合計が２００平方

メートル未満 

２６，０００円 

床面積の合計が２００平方

メートル以上 

２８，０００円 

共同住宅等（計算基準） 床面積の合計が３００平方

メートル未満 

６６，０００円 

床面積の合計が３００平方

メートル以上２，０００平方

メートル未満 

１１０，０００円 
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床面積の合計が２，０００平

方メートル以上５，０００平

方メートル未満 

１８６，０００円 

床面積の合計が５，０００平

方メートル以上 

２６５，０００円 

共同住宅等（仕様基準） 床面積の合計が３００平方

メートル未満 

３３，０００円 

床面積の合計が３００平方

メートル以上２，０００平方

メートル未満 

５５，０００円 

床面積の合計が２，０００平

方メートル以上５，０００平

方メートル未満 

９８，０００円 

床面積の合計が５，０００平

方メートル以上 

１４８，０００円 

共同住宅等（併用基準） 床面積の合計が３００平方

メートル未満 

４９，０００円 

床面積の合計が３００平方

メートル以上２，０００平方

メートル未満 

８２，０００円 

床面積の合計が２，０００平

方メートル以上５，０００平

方メートル未満 

１４２，０００円 

床面積の合計が５，０００平

方メートル以上 

２０６，０００円 

非住宅部分（標準入力

法） 

床面積の合計が３００平方

メートル未満 

２１５，０００円 

床面積の合計が３００平方

メートル以上１，０００平方

２６９，０００円 
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メートル未満 

床面積の合計が１，０００平

方メートル以上２，０００平

方メートル未満 

３４７，０００円 

床面積の合計が２，０００平

方メートル以上５，０００平

方メートル未満 

４９４，０００円 

床面積の合計が５，０００平

方メートル以上１０，０００

平方メートル未満 

６０８，０００円 

床面積の合計が１０，０００

平方メートル以上２５，００

０平方メートル未満 

７１９，０００円 

床面積の合計が２５，０００

平方メートル以上 

８２０，０００円 

非住宅部分（モデル建

物法） 

床面積の合計が３００平方

メートル未満 

８３，０００円 

床面積の合計が３００平方

メートル以上１，０００平方

メートル未満 

１０６，０００円 

床面積の合計が１，０００平

方メートル以上２，０００平

方メートル未満 

１３９，０００円 

床面積の合計が２，０００平

方メートル以上５，０００平

方メートル未満 

２２３，０００円 

床面積の合計が５，０００平

方メートル以上１０，０００

平方メートル未満 

２９１，０００円 
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床面積の合計が１０，０００

平方メートル以上２５，００

０平方メートル未満 

３４９，０００円 

床面積の合計が２５，０００

平方メートル以上 

４１０，０００円 

他の建築物（建築物の

エネルギー消費性能の

向上等に関する法律第

３０条第１項の認定を

受けた同法第２９条第

３項に規定する他の建

築物に限る。）の適合

性判定 

床面積の合計が３００平方

メートル未満 

１１，０００円 

床面積の合計が３００平方

メートル以上１，０００平方

メートル未満 

１７，０００円 

床面積の合計が１，０００平

方メートル以上２，０００平

方メートル未満 

２７，０００円 

床面積の合計が２，０００平

方メートル以上５，０００平

方メートル未満 

７７，０００円 

床面積の合計が５，０００平

方メートル以上１０，０００

平方メートル未満 

１２１，０００円 

床面積の合計が１０，０００

平方メートル以上２５，００

０平方メートル未満 

１５２，０００円 

床面積の合計が２５，０００

平方メートル以上 

１９０，０００円 

変更後の適合性判定 

建築物のエネルギー消費性能の

向上等に関する法律第１１条第２

項又は第１２条第３項の規定に基

づく変更後の建築物エネルギー消

変更後の建築物エネルギー消費性能適合性判定に

係る建築物ごとに、建築物のエネルギー消費性能

の向上等に関する法律第１１条第１項又は第１２

条第２項の規定に基づく建築物エネルギー消費性

能適合性判定の基準及び当該建築物の各部分に応
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費性能適合性判定 じ、それぞれの区分に定める額を合算した額に２

分の１を乗じた額 

軽微な変更 

建築物のエネルギー消費性能の

向上等に関する法律施行規則（平成

２８年国土交通省令第５号）第１３

条の規定に基づく建築物エネルギ

ー消費性能確保計画の軽微な変更

に該当することを証する書面の交

付 

建築物エネルギー消費性能適合性判定に係る建築

物ごとに、建築物のエネルギー消費性能の向上等

に関する法律第１１条第１項又は第１２条第２項

の規定に基づく建築物エネルギー消費性能適合性

判定の基準及び当該建築物の各部分に応じ、それ

ぞれの区分に定める額を合算した額に２分の１を

乗じた額 

備考 この表における床面積の合計には、一次エネルギー消費量（省令第１条第１

項第１号イに規定する一次エネルギー消費量をいう。）の算定対象としない建築

物の部分の床面積は含めないものとする。 

２ 建築物エネルギー消費性能向上計画の認定申請手数料 

手数料の区分 手数料の額 

建築物の

エネルギー

消費性能の

向上等に関

する法律第

２９条第１

項の規定に

基づく建築

物エネルギ

ー消費性能

向上計画の

認定申請（評

価機関等に

よる事前審

認定申請に係る建築物ごとに、次に掲げる基準及び当該建築物の各部分

に応じ、それぞれの区分に定める額を合算した額 

戸建住宅（計算基

準） 

床面積が２００平方メートル

未満 

３４，０００円 

床面積が２００平方メートル

以上 

３８，０００円 

戸建住宅（仕様基

準） 

床面積が２００平方メートル

未満 

１８，０００円 

床面積が２００平方メートル

以上 

１９，０００円 

戸建住宅（併用基

準） 

床面積の合計が２００平方メ

ートル未満 

２６，０００円 

床面積の合計が２００平方メ

ートル以上 

２８，０００円 



‐41‐ 

査なし） 共同住宅等（計算

基準） 

床面積の合計が３００平方メ

ートル未満 

６６，０００円 

床面積の合計が３００平方メ

ートル以上２，０００平方メー

トル未満 

１１０，０００円 

床面積の合計が２，０００平方

メートル以上５，０００平方メ

ートル未満 

１８６，０００円 

床面積の合計が５，０００平方

メートル以上 

２６５，０００円 

共同住宅等（仕様

基準） 

床面積の合計が３００平方メ

ートル未満 

３３，０００円 

床面積の合計が３００平方メ

ートル以上２，０００平方メー

トル未満 

５５，０００円 

床面積の合計が２，０００平方

メートル以上５，０００平方メ

ートル未満 

９８，０００円 

床面積の合計が５，０００平方

メートル以上 

１４８，０００円 

共同住宅等（併用

基準） 

床面積の合計が３００平方メ

ートル未満 

４９，０００円 

床面積の合計が３００平方メ

ートル以上２，０００平方メー

トル未満 

８２，０００円 

床面積の合計が２，０００平方

メートル以上５，０００平方メ

ートル未満 

１４２，０００円 

床面積の合計が５，０００平方 ２０６，０００円 
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メートル以上 

非住宅部分（標準

入力法） 

床面積の合計が３００平方メ

ートル未満 

２１５，０００円 

床面積の合計が３００平方メ

ートル以上１，０００平方メー

トル未満 

２６９，０００円 

床面積の合計が１，０００平方

メートル以上２，０００平方メ

ートル未満 

３４７，０００円 

床面積の合計が２，０００平方

メートル以上５，０００平方メ

ートル未満 

４９４，０００円 

床面積の合計が５，０００平方

メートル以上１０，０００平方

メートル未満 

６０８，０００円 

床面積の合計が１０，０００平

方メートル以上２５，０００平

方メートル未満 

７１９，０００円 

床面積の合計が２５，０００平

方メートル以上 

８２０，０００円 

非住宅部分（モデ

ル建物法） 

床面積の合計が３００平方メ

ートル未満 

８３，０００円 

床面積の合計が３００平方メ

ートル以上１，０００平方メー

トル未満 

１０６，０００円 

床面積の合計が１，０００平方

メートル以上２，０００平方メ

ートル未満 

１３９，０００円 

床面積の合計が２，０００平方 ２２３，０００円 
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メートル以上５，０００平方メ

ートル未満 

床面積の合計が５，０００平方

メートル以上１０，０００平方

メートル未満 

２９１，０００円 

床面積の合計が１０，０００平

方メートル以上２５，０００平

方メートル未満 

３４９，０００円 

床面積の合計が２５，０００平

方メートル以上 

４１０，０００円 

建築物の

エネルギー

消費性能の

向上等に関

する法律第

２９条第１

項の規定に

基づく建築

物エネルギ

ー消費性能

向上計画の

認定申請（評

価機関等に

よる事前審

査あり） 

認定申請に係る建築物ごとに、次に掲げる当該建築物の各部分に応じ、

それぞれの区分に定める額を合算した額 

戸建住宅 床面積が２００平方メートル

未満 

６，０００円 

床面積が２００平方メートル

以上 

６，０００円 

共同住宅等 床面積の合計が３００平方メ

ートル未満 

１１，０００円 

床面積の合計が３００平方メ

ートル以上２，０００平方メー

トル未満 

２１，０００円 

床面積の合計が２，０００平方

メートル以上５，０００平方メ

ートル未満 

４４，０００円 

床面積の合計が５，０００平方

メートル以上 

７７，０００円 

非住宅部分 床面積の合計が３００平方メ

ートル未満 

１１，０００円 

床面積の合計が３００平方メ １７，０００円 
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ートル以上１，０００平方メー

トル未満 

床面積の合計が１，０００平方

メートル以上２，０００平方メ

ートル未満 

２７，０００円 

床面積の合計が２，０００平方

メートル以上５，０００平方メ

ートル未満 

７７，０００円 

床面積の合計が５，０００平方

メートル以上１０，０００平方

メートル未満 

１２１，０００円 

床面積の合計が１０，０００平

方メートル以上２５，０００平

方メートル未満 

１５２，０００円 

床面積の合計が２５，０００平

方メートル以上 

１９０，０００円 

計画変更 

建築物のエネルギー消費性能

の向上等に関する法律第３１条

第１項の規定に基づく建築物エ

ネルギー消費性能向上計画の変

更の認定申請 

変更の認定申請に係る建築物ごとに、建築物エネルギ

ー消費性能の向上等に関する法律第３０条１項各号

に掲げる基準及び当該建築物の各部分に応じ、それぞ

れの区分に定める額を合算した額に２分の１を乗じ

た額 

備考 この表に掲げる申請に併せて建築物のエネルギー消費性能の向上等に関す

る法律第３０条第２項の規定に基づく申出がある場合にあっては、申出に係る建

築物の床面積の区分に応じ、別表第１の１の表及び４の表に掲げる額（当該申請

に係る建築物エネルギー消費性能向上計画に法第８７条の４に規定する昇降機

に係る部分が含まれる場合にあっては別表第１の２の表に掲げる額を加えた額）

を、当該申請に係る手数料に加えた額とする。 

 


